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【論文審査】

　学位請求論文「海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発生不均衡の研究　－評価手法の

開発と事例研究－」の著者である井上常史氏は、実務者として長年タイを始めとする

ASEAN各国における廃棄物処理事業を経験してきた。氏はその過程で、先進国の設備投

資により生産された工業製品が先進国に輸出され、途上国には産業廃棄物が蓄積されると

して起こされた反対運動に遭遇してきた。しかし海外への直接投資や貿易はさまざまな業

種で行われており、産業廃棄物による環境負荷の定量化はなされていないのが現状であっ

た。本論文では、各業種の二国間の直接投資や貿易により廃棄物負荷がどちらの国でどの

程度発生するかを定量化する手法を開発し日本と海外投資先各国の間で、どちらにどの程

度の廃棄物発生不均衡を生じているかを明らかにした。

　次に論文の構成を示す。第1章では、序論として氏の経験に基づく研究の必要性を述べ、

廃棄物発生不均衡に関する先行研究と本論文の位置づけについて示した。第2章では二国

間の廃棄物発生不均衡と環境負荷の総和をベクトルで表現し、定量化する評価手法の開発

を行った。第3章では、第2章で開発した評価手法の事例研究として海外直接投資・貿易で

日本と関係の深い29カ国・特別行政区を対象に廃棄物派生負荷の不均衡を検討した。第4

章は、補論の位置づけとして設けた。すなわち第2章とで開発した手法と、それを用いて

計算事例を示した第3章から各国に対する環境負荷を考察する（第5章）にあたり、国の

事情に応じた補正を行う手法の開発を試みた。第5章では、上記に示した過程を経て検証

された手法を用いて廃棄物不均衡を計算する上で日本と関係の深い15カ国を主な対象に
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して定量的な評価を行い、廃棄物発生不均衡と負荷の地理的分布を明らかにした。第6章

は以上のことをまとめて結論とし、今後の研究の展望や廃棄物政策に対する提言を行って

いる。以下に論文の中心的な内容である第2、3、5、6章の概要を示す。

（第2章）海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発生不均衡評価手法の開発

（1）廃棄物不均衡・負荷ベクトルの構築

　当研究で対象とした廃棄物は、各国で一次的に発生する処理・処分前の産業廃棄物、製

品等消費後の一般廃棄物及びそれらの貿易に伴う廃棄物である。これらを海外直接投資と

貿易に関連させるための二国間廃棄物発生量 w ijcwbtを導入し、これに基づき廃棄物発生不

均衡・負荷ベクトルWV ijcwbtを定義した。　（i=1,2,⋯n；j=1,2,⋯n），（n：対象国の数）

　　WV ijcwbt =（（w ijcwbt－ w jicwbt），（w ijcwbt＋ w jicwbt））
　　WV ijcwbt =（d ijcwbt，s 

ij
cwbt）、　　　　　　　（d ijcwbt：不均衡（不公平感）、s ijcwbt：負荷）

　　　注）	w ijcwbt：i 国起因で j 国に発生する廃棄物量、w jicwbt	 j 国起因で i 国に発生する廃棄物量、c

は経済活動の種類、wは廃棄物の種類、bは業種、及び tは発生年、を表している。

　この指標は、国間に止まらず経済体や地域間においても対応でき、本研究で環境負荷の

対象とした廃棄物だけではなく、環境負荷としての二酸化炭素や各種公害排出物等におい

ても、算出及び適応可能である。

（2）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出の基本となる各国の廃棄物発生量

　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出で必要となる各国の産業廃棄物発生量と一般廃棄

物発生量は、基本的には各種統計データとして得る。適正なデータが得られない場合を想

定して、二国間廃棄物発生量算出のための基礎となる各国の産業廃棄物発生量と一般廃棄

物発生量のシンプルな推定式を、総固定資本形成ストックとの関係で構築した。この推定

式は本研究のためだけではなく、他の分野での研究の基礎資料としても使用が可能である。

（第3章）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの事例研究

（1）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出方法と使用データ

　日本と海外直接投資・貿易で関係のある29ヶ国（含、特別行政区）間の廃棄物発生不

均衡・負荷ベクトルを分析した。使用データの時期は t=2010年、業種 bの区分はせず全

業種の合計値とし、下付添字は省略した。従って、廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルは、	

WV日j
cwとなる（日：日本、j：相手国の国名等、c：経済活動の種類、w：廃棄物種、を示す）。

（2）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出結果

　①廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの日本と相手国間の合計値

WV日計 =（29.0百万 t/ 年、94.5百万 t/ 年）となった（上付添字の計は、29ヶ国の合計を

示す）。日本が海外直接投資・貿易に起因して不均衡に29.0百万 t/ 年の廃棄物の発生を相
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手国全体（相手国の合計値）に依存し、日本と相手国全体の海外直接投資・貿易に起因す

る負荷（廃棄物発生量の和）が、94.5百万 t/ 年である。図1に、内訳も含めベクトル図と

して示した。

　WV 日計の不均衡 dは正であり、第一象限に分布している。日本の相手国への海外直接投

資に起因する相手国での産業廃棄物の発生量が大きく、WV 日計
1  1 =（21.1, 28.8）となり、

一般廃棄物発生量は、WV 日計
1  2 =（3.6, 4.4）を示す。貿易に関しては、日本の輸入に起因

する相手国での産業廃棄物の発生量が相対的に大きくWV 日計
2  1 =（4.1, 60.7）、不均衡 dは

正を示す。この負荷 sが不均衡 dに比較して大きいため、ベクトル分布が開いた形態であ

る。廃棄物の相手国の日本からの直接輸入は少なく、WV 日計
4  5 =（0.3, 0.6）を示し、不均

衡 dは正を示す。廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル分布から、上記の関係がよく理解でき

る。同ベクトルの日本と相手国間合計値の不均衡と負荷の原因は、前者は相対的に日本の

相手国への海外直接投資に、後者は相手国からの日本の輸入に起因している。

　②日本と相手国間毎の廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの地理的分布

　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの地理的分布を、図2の世界地図上に示した。分析対

象29ヶ国の内、不均衡 dが正（日本起因の廃棄物を相手国で発生）を示す国が19ヶ国と

負（相手国起因の廃棄物を日本で発生）を示す国が10ヶ国ある。不均衡 dが正を示す上

位国は、オーストラリア、インドネシア、アメリカと中国のような鉱山業型国注）であり、

インドネシアを除き大陸に位置している。不均衡 dがほぼ均衡している国は、アイルラン

ド、イラン、メキシコ、フィリピンとスイスであり、分散している。アフリカ大陸は、日

本との海外直接投資額・貿易額の関係が希薄であり、両者に起因する廃棄物発生量は少な

いと推定される。　注）USGS2010年統計の銅、鉛、亜鉛、金と銀鉱石生産のトップ15

の和集合国である。

　③貿易だけでなく海外直接投資起因の廃棄物発生を考慮したことによる知見

　第3章（2）①の廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの不均衡 dは主に海外直接投資に起

因しており、負荷 sは主に貿易（輸入）に起因している。また、海外直接投資起因廃棄物

を考慮することにより不均衡 dの正負が逆転する（日本と相手国間の廃棄物発生の依存が

逆転する）ケースが、アメリカを代表例として29対象国の内6ヶ国あることが明確になった。

（3）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析に基づく不均衡の改善の見通し

　WV 日計 =（29.0百万 t/ 年、94.5百万 t/ 年）を基準ケースとし、変動要因に基づく感度

分析から、同ベクトルの改善可能性を分析した。基準値からの変動幅を、日本を並みの技

術改善を前提に原単位を変化させることにより、また、海外直接投資・貿易を5％程度変

化させること等により、WV 日計 =（0.0百万 ton/ 年、68.8百万 ton/ 年）まで改善できる可

能性がある。



12

図1　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの合計値WV 日計に基づく説明

日計 

日計 

日計 

日計 

日計 

 

下付き添え字の2は
輸入、1は産業廃棄
物を示す。 

下付き添え字の1は
海外直接投資、2は
一般廃棄物を示す。 

x軸は、二国間廃棄物発生量
の差、不均衡（収支、不公
平感）を示す。

下付き添え字左の１は
海外直接投資、右の１は
産業廃棄物を示す。

y軸は、二国間廃棄物
発生量の和、環境へ
の負荷を示す。 

上付き添え字の計
は、29ヶ国の合計
を示す。 

下付き添え字の4は、廃棄物の直接輸出、
5は、廃棄物の合計を示す。 

図2　廃棄物発生不均衡と負荷の地理的分布（単位：百万 ton/ 年）
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　④廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分（表1と表2）

表1　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分（1）
タイプ別の相手国

（数値は日本と相手国間の計としての
不均衡d日j、単位：百万 ton/ 年）

不均衡 d 廃棄物発生不均衡・
負荷ベクトルの特徴	d日j 	d日j

1w 	d日j
2w

タイプ 1-1：日本の相手国依存型
オーストラリア（7.5）、インドネシア
（5.7）、サウジアラビア（2.8）、ブラジル
（1.9）、ドイツ（0.6）、カナダ（1.2）、ロ
シア（1.3）、フランス（0.6）、インド（0.6）、
カタール（1.5）、スウェーデン（0.2）、
イラン（0.0）

＞0 ＞0 ＞0 廃棄物発生が、日本
の相手国への依存を
示し、内訳ベクトル
を含め第1象限（右側）
に位置する。均衡国
のｲﾗﾝ等は、y軸（縦軸）
に沿う分布を示す。

タイプ 1-2： 日本の相手国依存型（輸入
は相手国の日本依存）　

アメリカ（4.5）、中国（2.7）、オランダ
（0.8）、アラブ首長国連邦（0.8）、タイ
（0.7）、マレーシア（0.2）

＞0	 ＞0 ≦0 輸入は相手国の日本
依存、黄色ベクトル
が、負の傾きを示し、
オープンな形状を示
す。

タイプ 1-3： 日本の相手国依存型（海外直
接投資は相手国の日本依存）

アイルランド（0.0）

注）	アイルランドは、ほぼ均衡している
ので、y軸に沿った分布となる。

＞0 ≦0 ＞0 投資が相手国の日本
依存、一般的には、黒
ベクトルが負の傾き
を示し、オープンな
形状を示す。

注）左参照。

表2　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分 (2)

タイプ別の相手国
（数値は日本と相手国間の計としての
不均衡d日j、単位：百万 ton/ 年）

不均衡 d 廃棄物発生不均衡・
負荷ベクトルの特徴	d日j 	d日j

1w 	d日j
2w

タイプ 2-1： 相手国の日本依存型（海外直
接投資は日本の相手国依存）

フィリピン（-0.1）、メキシコ（-0.1）、
韓国（-0.3）、シンガポール（-0.4）、香
港（-1.1）、	台湾（-1.2）

≦0 ＞0 ≦0 廃棄物発生が、相手
国の日本への依存を
示し、赤ベクトル（不
均衡計）が第2象限（左
側）に位置する。黒
色ベクトル（投資）は、
正の傾き。

タイプ 2-2：相手国の日本依存型
ルクセンブルグ（-0.2）、イギリス（-0.7）、
パナマ（-0.7）、

≦0 ≦0 ≦0 相手国の日本への依
存を示し、内訳ベク
トルを含め第2象限
（左側）に位置する。
ベクトルは全て負の
傾き。

タイプ 2-3： 相手国の日本依存型（輸入
は日本の相手国依存）

スイス（-0.1）

≦0 ≦0 ＞0 輸入は、日本の相手
国依存、黄色ベクト
ルが、正の傾きを示
し、オープンな形状
を示す。

注）	d日j
1w：�日本と相手国間の海外直接投資廃棄物発生不均衡、	d日j

2w：輸入に関する廃棄物発生不均衡。
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　（4）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルに基づく不均衡の改善対象国の検討

　前項の分析結果は、現状の合計値としての究極的な目標、限界値である。なぜならば、

相手国（検討対象国）に対し、日本並みの技術力、適正な産業構造による生産活動を要求

し、更に社会的・政治的な要素を有する経済活動の調整が必要である。実際に対策を講じ

る場合には、相手国毎に状況が異なり、個々の相手国との関係を考慮する必要がある。こ

のため、ハイプライオリティの不均衡改善対象国を選定する。選定条件として、廃棄物発

生不均衡・負荷ベクトルの不均衡（不公平感）が、1.0百万 ton/ 年以上、且つ先進国を除

くと、6ヶ国が対象となった。下記には、廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの特徴と推定

される廃棄物の内容等を示した（括弧内の数値は日本と相手国間の不均衡 d日j、単位：

百万 ton/ 年）。

　インドネシア（5.7）：　日本の輸入に起因して液体の石油系のエネルギー資源関連の廃

棄物発生だけではなく、固体の鉱物資源輸入関連の大量の廃棄物が発生する。日本の海外

直接投資は、輸入と関連する鉱業部門への海外直接投資も大きく、投資（生産）に起因す

る廃棄物発生と輸入に起因するものが密接に関連している。また、日本の輸送機械器具・

一般機械器具への投資が大きく、インドネシアにおける金属系の廃棄物の発生も推定される。

　サウジアラビア（2.8）：　インドネシアと似たベクトル分布であるが、石油系に特化し

た日本の輸入に起因する廃棄物発生と日本の化学・医薬品部門への投資が生産面での廃棄

物発生に関連している可能性がある。石油輸入国の多様化による不均衡の是正も必要である。

　中国（2.7）：　改善対象の6ヶ国の内唯一、日本との貿易に起因する廃棄物発生がほぼ均

衡している国であり、機械器具、鉄非鉄金属部門等への投資に着目した対応が必要である。

　ブラジル（1.9）：　サウジアラビアとインドネシアのケースとは異なり、日本の鉱業・

鉄非鉄金属部門の海外直接投資が相対的に大きく起因し、鉄鉱、鉄非鉄金属類の輸入に伴

う廃棄物発生を助長している。特徴的に肉類の日本の輸入が大きく、糞尿の発生も推定さ

れる。

　カタール（1.5）：　日本のカタールからの石油系のエネルギー資源関連に特化した輸入

超過に起因する廃棄物発生が大きい。輸入先の多様化も一つの不均衡低減策である。

　ロシア（1.3）：　サウジアラビアとインドネシアと同パターンを示すが、廃棄物発生は

海外直接投資起因率が低く、日本の石油系、非鉄金属・石炭系の輸入に起因している。こ

の輸入にリンクするロシアへの石油・鉱業系部門への海外直接投資起因廃棄物発生は少な

い。

（第5章）事例研究における廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性

　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出のロジック、基礎データの信頼性、検討対象国の

選定方法、算出過程で用いた廃棄物発生量推定式の適正、業種区分の算出結果への影響及
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び影響要因の感度分析の検討を実施した。同ベクトルの算出結果は妥当であり、本研究の

各種分析は適正であると考える。感度分析によれば、廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算

出のための影響要因に±10% の誤差が生じる場合、算出結果おいても最大同程度の影響

を有する。理論式の第2章（1）項の定義式は、算出結果に関係なく、各種の環境負荷に

適用可能である。

（第6章）研究の結論・展望・政策への提言

（1）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの活用

	 ①廃棄物発生の不均衡を生じさせない政策立案：　本研究の廃棄物発生不均衡・負荷ベ

クトルを活用した分析法を踏まえ廃棄物発生不均衡を生じない政策等を立案すべきである。

廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルは、海外直接投資・貿易に起因する二国間廃棄物発生の

不均衡（不公平感）を可視化しすることができる。相手国政府等利害関係者との協議の場

で、これを用いれば、両者間で不均衡（不公平感）の共通認識を得るための強力なツール

となる。

　②アフリカ各国との関係重視：　アフリカ大陸の各国は、海外直接投資額・貿易額の面

で日本との関係が希薄であり、今後海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発生の不均衡を

生じさせない経済関係を推進するための重要な関係国（モデル国）とすべきである。

（2）廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル研究の推進　

	 有害廃棄物等の廃棄物強度区分と相手国の廃棄物負荷受入れ容量による補正導入の研究

を推進し、廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルをより現実的なツールとすべきである。

【審査結果】

　井上常史氏の論文は、以上に述べたように東南アジアにおける氏の原体験に基づく問題

意識を基に廃棄物発生不均衡に関する理論を構築するという、筆者以外に著しえない貴重

なものであり、価値が高いものである。氏の研究内容は、すでに学術誌等に公表されてお

り、学術的のみならず実務的な貢献度も高い。こうした成果は国際地域学研究科（国際地

域学専攻）の博士学位審査基準に照らしても妥当な研究内容であると認められる。従って、

所定の試験結果と論文評価に基づき、本審査委員会は全員一致をもって井上常史氏の博士

学位請求論文は、本学博士学位を授与するに相応しいものと判断する。


